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新しいタイフの高校と教育理念

一一「職業学科集合型モデル高等学校」構想、をとおして一

伊藤孝寵

The New Type High Schools and the Ideals of Education 
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教育行政学は制度や組織の分析に加え，その中で生成される政策や教育実践をも視野に入れ

たものでなければならない。われわれの研究室は，学校の管理職や教職員，教育行政関係者へ

の聞き取り調査を重ねてきた。そして，高校教育行政の現状を探りその中から可能な改革への

糸口を見出そうというこの試みと平行して，学校誌や高校長協会の資料，教育関係の雑誌や新

聞などを読み重ねていく作業を行ってきた。その中から私は昭和50年噴に高校教育政策にひと

つの転換点があること，またそれを境に今日の高校教育改革の可能性が見出せるのではないか

という仮設を立てた。

昭和50年。高校教育制度はこのとき大きな転換点に立たされていた。ひとつは外在的な要因

によるもので，いわゆる第2次高校生急増期の波が押し寄せていたのである。もちろん，こう

した人口による高校教育制度への改革庄力は，けっしてこの時が初めてというわけではない。

その名のとおり，この以前には第1次高校生急増期があり，わが国としては二度目の改革圧力

であった。しかし，第1次高校生急増期が文部省(現，文部科学省)の主導による整備・拡充

政策がとられたのに対し，第2次高校生急増期の対応は，主に各都道府県教育委員会が中心と

なって行われた。こうした高校教育政策の担い手の交代は，文部省と都道府県教育委員会の関

係を決定づける財政による制約が一つの理出であった。

第1次高校生急増期の高校教育政策は，飽和状態に達しつつある高校収容対策を工業高校を

はじめとする職業(専門)科高校の新設を中心として対応しようというものであった。職業的

分化に即応する高校教育の多様化政策といわれるこの教育政策を強力に推進しえたのは，けっ

して文部省による指導や通達によってではない。こうした政策目的を担保しうる財政的な裏付

けがあったからである九たとえば，この時期には，次のような技術者養成教育のための予算措
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置がとられている。

1961年 l月19Bに決まった 61年度文部省予算案では r科学技術教育の振興は，所得倍増計

画達成の重要な基盤となるものJ として，理科教育施設設備費，産業教育補効金などの予算を

組み，さらに工業高校程度の技術者養成のため工業高校の増設が必要で、「これら拡充に必要な

教員の養成と再教育についてはとくに緊急措置を必要とする」として，国立九大学に工業高校

教員臨時養成所を設置するための予算が計上された。〔柿沼， 1992: 118J 

第1次高校生急、増期においては，高校の制度的拡充は所得倍増計画の一翼を祖う人的能力開

発計麗の一環として行われ，文部省に多額の予算が計上されたのである。

しかし，昭和50年前後の第2次高校生急、増期には，こうした財政的手当てが十分に行われる

ことはなかった。そしてこのときの文部省の態度は，高校の新増設に対してきわめて消極的な

ものであった

きて，昭和50年を転換点と見るもつひとつの理由は，高校制度自体が制度としての成熟期に

していたことである。第1次高校生急増期は，高校への進学希望者の急増による高校定員の

最的拡充に高校進学卒の上昇を伴った，いわば高校教育の制度的拡充期であった。しかし，昭

和50年に入ると，これまで採用されてきた高校教育の多様化政策，すなわち職業的分化に即応

する教育制度の構想が，普通科高校を頂点とする高校関の序列化工一元的能力主義という

をもたらしていた。第 1次高校生急増期の高校教育の多様化政策とは，たとえば工業教育振興

に象徴されるような高度経済成長政策に対応する人材の育成を目指す国家政策である。しかし，

この経済成長優先主義と高校の制度的拡充(教育機会の拡大)の蜜月時代は，高校教育が大衆

化しその進学率が九割を超える昭和 50年頃には終意を迎えていた。本来，職業的分化にした

がって用意された職業教育は，同時に生徒たちの適性・興味にもとづいて選択されるはずで、あっ

た。しかし，高校教育の現実は，普通科高校に進学できない者たちに消極的選択を迫る中等教

育となってしまっていた。そして，適性や興味による生徒ひとりひとりの選択と職業的分化に

即応する教育制度との予定調和を前提とした高校教育の多様化政策は，とりわけ職業学科への

不本意入学生の増加という形でその失敗を表していたのであった。第1次高校生急、増期から昭

和 50年へという戦後高校教育史の中で職業教育に要請されていたのは，量的拡充から繋的改善

へという高校教育全体の抱える改革そのものであった30

本論では，こうした昭和50年の時代背景の中で北海道教育委員会が検討を進めた「職業学科

集会型モデル高等学校J (rモデル高校J)構想をとりあげる。第 1次高校生急、増甥にとられた高

校教育の多様化政策(制度的拡充期の高校教育政策)の理念が教育の現実によって危機的状況

を迎える中で，不本意入学生の急増に悩まされていた職業教育関係者がどのようにしてそれを

乗り越えうる理念を見出していったのか。これは，構想そのものが昭和50年以蜂に都道府県を

中心にして全国各地で進められてきた新しいタイプの高校づくりをはじめとする高校教育改革

を先取りするものであると開時に，北海道教育委員会(事務局)という一地方教育委員会が現

場の教職員・指導主事らによる現状認識をもとにして取り組もうとした地方主導による高校教

育改革の記念碑であるといえよう。
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第2章職業学科の多様化政策とその破綻 ~北海道を中心に~

制度的拡充期の高校教育政策は，中央において示されたいくつかの政策目標が各都道府県で

具体化され，実施されていった。北海道においてもそれは例外ではなかった。この時代の高校

教育政策は r人的能力開発政策」に代表されるように経済政策に大きく依存していた。昭和35

年の「所得倍増計顕」と昭和38年の経済審答申「経済発展における人的能力開発の課題と対策」

で表明された「人的能力開発計踊」は r人的能力の需要の予測，活性体制の構築，供給体制の

確立，流動化の促進，再生産のための条件整備，など人的能力をめぐる全過程を計闘化の対象」

〔佐藤， 1988: 208J としたものであり，そこでの焦点は職業訓練描設，各種学校を含む形での

中等教育の完成であった。とりわけ高校教育に関しては，いかに職業学科の比率を高めていく

かに重点が寵かれた。これまでは，大学など高等教育に連なるエリート向けの一般教育という

性格の強かった高校教育は，職業教育を中心とする技術者養成機関として再編成されることに

なる。そしてこの「人的能力開発計顕」が高校教育政策に取り入れられるにいたったのは，他

方で高校進学希望者の増加による教育機会の拡大要求があったからであった(第1次高校生急、

増期)。この二つを中心として高校の拡充政策が展開されていったのである。経済審に設けられ

た教育訓練小委員会の報告では，自標年次である昭和45年に全国の普通科と職業学科の生徒比

率を当時の6: 4からら 5とすること，また，その際とくに工業課程を拡充し昭和42年度ま

でにその定員を 8万5千人増員することが明記されていた。

この中央による政策自標は，各都道府県でも同様に高校制度拡充のための指針となっていっ

た。北海道でも「昭和 45年までに普通科と職業科の比率を 5: 5にする」という教育訓擁小委

員会の数値目標がそのまま掲げられることになる。昭和36年の北海道産業教育審議会答申f北

海道高等学校職業科の拡充整備について(第一次答申).J]では r基本方針」の最初にそれが明

示されている。

F北海道高等学校職業科の拡充整備について(第一次答申)"

基本方針

(1) 高等学校教育が国民教育であるという見地から，高等学校生徒収容関口拡充の過躍におい

て職業科全体の量的な繋備拡充をはかり，昭和45年度においては職業科19000入の拡充(普

通科は現状規模40760人のままとする)によって普通科との在籍生徒数が5対5になるよう

に努力すること o

その他にも「基本方針」の中には，職業教育が経済政策との関連性においてどれほど重視さ

れていたかを示す記述が多く見られる。

(2) わが国産業の経済の発展並びに本道総合開発の進援による産業構造の高度化に即応し， と

くに工業科の拡充増設を急、速かつ重点的に考慮すること。

(3) 商業科，家庭科については，進展する本道の現状からみてその呉体的拡充をはかるととも

に，内容を一層充実すること。

(8) 普通科における職業科教育の充実をはかるとともに，必要に応じて職業科への転換をはか

ること
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(8)では，普通科における職業教育の充実のみならず普通科の職業科(職業学科)への転換に

まで苔及されており，職業学科拡充への強い決意を見てとることができる。また，翌昭和 37年

には北海道開発の総合計画案である第二期北海道開発計画が策定されているが，その中の「文

化厚生の計画Jにおいても，昭和45年には普通科と職業学科がともに 50%となるよう課組(学

科)の転換を行うこと，とくに工業科と商業科の設置に重点を置くことが明記されている。ま

た，この計画に基づくさらに詳細な教育計画が北海道立教育研究所によって検討されている。

[佐藤， 1988: 212Jこうしてみると，北海道の教育計画には中央の計画が色濃く反映されてお

り，高校の職業教育政策に関しでも工業科(商業科)の量的拡充がその焦点であったことが分

かる。この時代の高校教育政策は，このように強い中央レベルの職業学科重視政策に依拠しな

がら拡充していったが，さらに職業学科はより小さな単位の学科へと細分fじされていった。

この時期に行われた学科細分化とは，二つの段階をもっ。まず第一の段階では，職業学科な

る専門教育諜穫において，工業科，商業科などの学科の縦割り構造が生み出されていった。こ

れは，制度的拡充期における高校教育の多様化政策を目指した，職業的分化に即応した学校制

度の構築がもたらしたものであるo これにより，職業学科という区分ではなく，工業，商業と

いったそれぞれの学科が，おのおのの教育課題に対応することとなった。小規模校が多い北海

道では r職業に関する学科の統廃合」賠題がすで・に昭和 36 年の北海道産業教育審議会答申(~北

海道高等学校職業科の整備拡充について(第1次答申)~)に提示されていたとはいえ，過陳地

の人口減地域におけるものにとどめられており，大勢はそれぞ、れの学科が「可能な限り単独校

化を図ること」とされていた。また，昭和 37年の向第2次答申では蕗業教育，農業教育など各

学科それぞれの教育課題が論じられてはいるものの r職業教育」という共通認識は皆無で、あっ

た。

さらに次の段階では，工業科，商業科などそれぞれの学科内部においても多様化=細分化が

行われていった。この点でも，中央と地方は軌をーにしていた。昭和41年の中央教育審議会答

申『後期中等教育の拡充整備について』では，より細かな職業的分北に郎官、した学科の多様化

が検討の対象となり，昭和 42~ と昭和 43 年の，理科教育および産業教育審議会(以下，理産

審)の答申4では，具体的にいくつかの学科が提言されている。佐々木氏1;1:，高校の学科多様佑

はすでに昭和30年代半ばから始まっていたというが，いずれにしてもこの時代に職業学科の細

分化はさらに推進されていった。〔佐々木， 1992: 57J北海道産業教育審議会の昭和43年答申

『高等学校における職業教育の多様化推進方策について』の中では森林土木科などの設置が提言

されているが，これは理産審の答申に対応したものであろう。

このような「職種の専門的分化と新しい分野の人材の需要とに即応するJ (昭和41年中教審

答申 f後期中等教育の拡充整備について.!l)ことを目指した制度的拡充期における高校教育の多

様化政策は，職業教育を工業科，商業科などより専門的な職業苦I1練に細分化し，このことが結

果的に普通科高校を頂点とする一元的能力主義による序列化をもたらしてしまった。さらに，

人生の進路やより円滑な社会的分業への移行を学ぶはずの職業教育は，教育の多様化工細分化

政策により過度に専門性を高めることとなってしまった。普通科高校に進学できない不本意入

学生にとっては，職業教育に入るための十分な理解と意欲のないままで高校生活を始めること

となってしまっていたのである。

もちろん，これまで、積極的に政策提言を行ってきた中央(文部省)はこうした職業教育の抱
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え込んだ困難に対して予をこまねいていたわけではない。昭和田年の理産審「職業教育の改善

に関する委員会」の報告にあるように，これまで文部省が中心となって推進してきた高校教育

の多様化政策が転換を余儀なくされている事態への，率直な反省がみられるようになる。

「職業教育の改善に関する委員会J (報告)

職業学科における学科構成の改善

卒業者等調査においても，学科構成で過度な専門分化を行うことには否定的な意見が大勢を

占めており，一般的な考え方としては，専門分化されすぎていると考えられる職業学科につい

て，今後統合の方向で再検討することが適当である o ーしたがって閣が示す標準学科は総合的，

基幹的なものにとどめることとし，具体的な学科構成については各設置者が実態に応じて適切

に判断すべきだ。

学科の運用の弾力佑

高校への進学は学科こ‘とに行われ，通常の場合，生徒は卒業するまでその学科に毘定される。

工業高校などでは間一校に多くの学科がおかれているが，中卒時における進路意識の実態から

学科の選択にとまどう実態もみられ，入学後，転科を希望する生徒も増加しているとみられる。

このような現状認識に立って，高校入試で時一校につき数種の学科をくくって募集を行い，二

年次で各学科に分属させるいわゆるくくり募集を採用している地域や，また数種の学科につい

て一年次は共通の教科・科目を競修させ，二年次で、他学科への転科を認める学校もみられるよ

うになっている。中卒時において，少なくとも大学科程度の進路の目標の選択を行った生徒に

ついて，その進路意識を徐々に形成させ，そのものの能力・適性，進路希望等に沿う学科を選

択させることは高校の責務であり，職業学科の魅力を高める観点から，このような方途が全国

各地において検討され，普及されることが期待される。

この報告では，学科構成についてこれまでの中央主導の多様佑政策が否定され，今後は学科

統合を検討すべきであるとしている。また，閣の蒸準を大綱的なものにとどめ各設置者(都道

府県など)の判断に任せるべきであるとしている。また rくくり募集」や転科が行われている

学校を取り上げ，そうした学校のもつ可能性とその普及に期待を表明している。これは注思す

べきことである。なぜなら，そこには中央が高校教育改革を引き続き主導していこうというこ

れまでのような強い意思はみられず，設置者やそれぞ

姿勢がみられるカかミらでで、ある。これは，中央が職業教育の行き詰まりに対する有効な処方護を出

しえなかったということを示しているのではないだろうか。改革の主導権は，各都道府県をは

じめとする高校の設寵者や高校関係者の手の内にあったのである。

このような，職業教育をはじめ高校教育改革が差し追ったものであるという認識は，教育の

現場においてより深刻に受けとめられていた。北海道産業教育審議会答申にある職業教育に対

する捉え方の変遷は，それをよく示すものであろう。たとえば，昭和36年， 37年の答申である

『北海道高等学校職業科の整備拡充について(第一次答申).J)， w悶(第二次答申).J)では，工業科

や商業科などそれぞれ個別の学科の課題についての提言はあるものの，当時中央が示していた

職業的分佑に即応する学科の多様化政策という大きな枠組みの中での議論となっている。しか
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し，昭和51年の答申である f時代の進展に対応する産業教育の振興方策について』や，その前

年に審議経過報告として出された『現状と問題点』では，個別の学科ではなく広く職業教育全

般に関する大掛かりな検討が行われている。当時の状況をJII俣民生氏はこう振り返っている。

「職業教育が非常に大きな転換期ということで，大々的に取り組んだのは 49年から 51年度，

例えば北海道産業教育審議会の答申です。非常に詳細な検討をしているわけで、す。J5

昭和50年に出されたこの r現状と問題点』は，北海道の職業教育が夜罰する問題点、を九つに

まとめている。先に取り上げた理産審報告と比べその詳細さには注目すべきである。しかしこ

れは北海道教育委員会の職業教育に対する危機感のあらわれに他ならなかった。

F現状と問題点』

第1 産業教育の現状と問題点

1 高等学校教育の変化に関連して

(1) 高等学校が今や国民に共通の教育機関としての性格が強まってきたことから，教育内容，

教育方法など高等学校教育全般にわたる基本的な事項や，生徒の収容計画並ぴに教育諸条

件の整備をどのようにはかっていくか。

(2) 中学校を卒業する段階においては，将来の進路選択を穏保する傾向や，また，高等学校

への入学志願者の多くが普通科志向を示している中で，高等学校における職業教育をどの

ように充実させていくか。

(3) 職業学科への入学志願者の状況を見るとき，生徒の能力，適性あるいは本人の希望に基

づくというよりも，学業成績の結果のみを重視して，志望校や志望学科を決定している傾

向が強いという実態に，どのように対処していくか。

(4) 能力，適性，進路等の多様な生徒が入学してくる状況の下で高等学校教育の水準を保ち

ながら，実態に即した教育をどのようにすすめていくか。

(5) 生活環境の変革や，核家族化の進行に伴う女子の教育のあり方をどのようにとらえてい

くか。また，女子の就職者の増加の中にあって社会の意識や，女子の職業意識等が必ずし

も適切であるとは考えられないことから，女子の職業教育をどのようにすすめていくか。

倒産業構造の変化や技術革新に伴って，高等学校における職業学科の教育内容が高度化し，

立つ，量的にも増大してきたことに対し，生徒の実態に即応して教育内容をどのように改

していくか。

(7) 定時制課程の職業学科への入学志願者が，著しく減少していることから，今後における

定時制教育のあり方や，適正な配置などをどのように鴎っていくか。

(8) 職業学科からの大学進学希望者が増加している中にあって，職業学科の教育課程が，

として，卒業後遺ちに就職する者を対象に用意されているため，弾力性に乏しいとの意見

も多いところから，これらにどのように対応していくか。

(9) 職業教育は，生涯にわたって必要で、あるという認識が高まっていることや，普通科から

の就職者も多いことを考えるとき，中等教育のそれぞ、れの段階において，職業観，勤労観

の育成並びに技楠・技能の教育をどのようにすすめていくか。
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ここでは，学科の枠を趨えて，職業教育ひいては高校教育全体の産面する問題点が事細かに

指摘されている。『現状と問題点』ですま，能力，適性，進路等多様な生徒，なかでも普通科を志

望していて明確な進路選択意識を欠如させた職業学科への進学者たちを蔚に，一方で、高度化し

つつある技術革新への対応を行いながら， もう一方では職業観・勤労観といった技術訓練にと

どまらない職業教育のもつ教育効果の可能性を追求していこうという姿勢が見られる。こうし

た審議報告にも見られるように，昭和50年ころの職業教育には抜本的な捉えなおしが迫られて

いたのである。

しかし，こうした状況にもかかわらず，職業教育会体の問題は容易に解決されるものではな

かった。問題の困難性に加え，第1次高校生急、増期よりとられてきた高校教育の多様化政策によっ

て，学科ごとの縦割り構造が，教育改善に取り組む教職員組識をも縦割りに構造化してしまって

いたからである。前出のJlI保氏の次のような発言は，その事情を鋭く指摘するものであろう o

「ふりかえってみますと，この 51年答申がでる前後というのは，各部会とも随分おのおのの

教育をどうすればよいかと検討していたと思います。農業は農業で，商業は宿業で，家鹿科は

家庭科で。ところが今ふりかえってみますと，自分たちだけで納得できるところで終わっちゃっ

ていたわけで、す。J6

第3章 r職業学科集合型モデル高等学校」構想にみる職業教育の改革

このように，昭和50年ころ，高校教育とりわけ職業教育は大きな転換点、に立たされていた。

それまでの，主に職業学科の収容人員増によって高まる進学率に対応しようという拡充政策は

やがて高校聞の序列化をまねき，職業学科や職業教育にかつてない困難をもたらしていたので

ある。高度経済成長に資する人材育成のために重んじられてきた職業教育は，曲がり角に来て

いた。一方で、生産・流通機構の複雑化や科学技術の高度化によって工業・萌業といったこれま

での枠組みが有効性を喪失させ，他方ではこれまでの技術訓練の教授を恥心とした職業教育が，

不本意入学生の増加によってその存在意義を間われていた。そして，より深刻なことには，こ

うした開題点について包括的に検討しうる組織がほとんどなかったことである o 工業，商業と

いった学科ごとの縦割り構造によって，職業教育という共通認識の下での高校教育改革への取

り組みが，これまでほとんど千子われてはこなかったのである。

第1次高校生急増期と所得倍増計画を両輪とした高校教育の多様化政策がもたらした一元的

能力主義。普通科と職業学科との閣の差異がもはや大学進学を前提とした偏差値による序列化

以上の意味をもたなくなりはじめていたとき，中央(文部省)は一つの改革案を示していた。

理産審「職業教育の改善に関する委員会」による報告 F高等学校における職業教育の改善』で

ある o この中では r高校職業教育の改養充実のための諸施策」として，具体的な職業教育改革

の方向性を示している。

『高等学校における職業教育の改善』

高校職業教育の改善充実のための諸施策

① 中学校における進路指導の充実と高校入学者選抜の改善

②職業学科における職業資格の取得と技能，技術の検定措置の拡充
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③職業学科卒業後における継続教育

④職業学科から大学等への進学について

告職業認11練担当教員の指導力の向上と物的諸条件の整備

理産審「職業教育の改善に関する委員会Jの改革案は，行き詰まりつつあった職業教育改革

の一つの方向性を示したものとして評価できょう。⑤に示されたような「物的諸条件の整備」

は，これまでのような中央の財政誘導による職業教育改革の可能性を示唆している。また，②

では資格・検定制度に言及しているが，これについても法制度整備による中央主導型の職業教

育改革案であるといえよう。すでに見てきたように，高校制度の拡充期には，高校教育政策の

目的，手段において中央の積極的な関与を特徴としていたが，この審議報告は昭和50年代以降

も中央主導による高校教育改革が行われる可能性を示唆している。しかし，第2章で指摘した

ように，もう一方で、，中央は職業教育の改革にあたって地方(高校の設置者である都道府県な

ど)や教育現場を重視する姿勢をみせていた。そして現実には，主に地方が恥心となって改革

案を模索し始めていくことになる。経済の低成長期に入り，国家財政による高校教育改革はも

はや期待することはできなくなっていたのである。

北海道教育委員会も独自に改革への歩みを進めていった。昭和51年の北海道産業教育審議会

『時代の進展に対応する産業教育の掻輿方策について(答申)Jの中に集約された現場の意見，

そして職業教育そのものを抜本的に見直そうという北海道教育委員会関係者の姿勢は，これま

でにないタイプの職業科高校の構想へと向かう。これが r職業学科集会型モデ、ル高等学校J(以

下「モデル高校J)構想、である。昭和 54年に同審議会の中間報告に登場した時には r職業教育

に関する集合型のモテ、ル高等学校(仮材、)Jと呼ばれていたことが象徴するように，この高校は

北海道における職業教育の新しいモテ。ルとして提示され，これまでの職業教育のもつ限界を踏

まえつつ新たな改革の方向性を示そうとするものであった。

職業教育に大騒な見直しが迫られていた昭和40年代後半，北海道教育委員会の事務局(北海

道教育庁)内部でひとつの職業科高校の設立構想が持ちあがる。当時，学校教育課の課長代理

であった久保田宏明氏を中心に，産業教育指導班の工業，商業，水産，家庭の各学科担当の指

導主事たちが集合形態をとるこれまでにない高校づくりに着手した。この新しい形態の高校設

立の過程で浮かび、上がってきた教育理念は，これまでのよフに中央が中心となって計画しそれ

に地方が呼応していくような従来の高校教育政策にはないものであった。中心であった商業担

当の指導主事，古室俊行氏へのヒアリングによってそれを再構成していきたい。

職業教育のモデル高校の設立は，はじめから計画的なものであったというわけではなかった

ようである。発案の段階では，職業教育の抜本的見直しという文脈からではなく，複数の職業

科高校を一校にして建設できないかという，財政基盤の脆弱な一地方教育委員会が消極的に選

択せぎるをえなかった苦肉の策でもあった。

久保田課長代理とわれわれと相談しましてね，札幌に単援の商業高校とか，単置の工業高校

を新設することは難しいということで，職業高校の集まりですね。そのときは家庭科も入って

いたのですが，そういうものを札幌の近くに作ろうという案が出たんです。現実問題としては

それなんですよ o 単置校が欲しいが単置校が建てられないから，そういう方向でいこうという
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ことになったんですねに

このころ，札幌躍では都市化に伴う高校生収容定員の不足から高校の新設が迫られていた。

かねてより新設高校が普通科に備重していたことなどから，札幌圏における職業科高校の新設

は産業教育指導班をはじめとする職業教育関係者にとっては悲願であった。しかし，工業高校，

商業高校などの単科の職業科高校(単護校)は，財政的に見ても設置は困難で、あった。そこで

いくつかの学科を併置した職業科高校の設置が検討され始めていたのである。もちろん，父母

や地域住民をはじめ普通科高校の設置を望む声はけっして小さくなかった。財政的にもより負

技の重い職業科高校の新設には，それなりの説得力が必要で、あることも事実である。そこで，

こうした集合形態をとる職業科高校の設寵を検討する過程では，そもそもなぜ職業科高校が必

要なのか，またなぜ?学科集合型の高校でなければならないのかについての説得材料が必要だ‘っ

たのである。すでに見てきたように，中央地方ともこれまで職業科高校の設置を最優先させて

きた高校教育政策が行き詰まりを見せはじめていた時であった。「モデル高校」計調には，そう

した要請にこたえうる教育理念が必要とされていた。それは，職業教育の抜本的な見直しの契

機と，一般(普通科)教育とは一線を顕する職業教育の教育的効果についての考え方であった。

イギリスに教育に関するレポートが色々ありまして，その中にニューサムレポートというの

がありまして「ハーフ・アワ・フューチァ -Jっていうのですが，そっいうレポートを出すので

す。中学の段階で何らかの理由で連れている生徒がいますが，そういう生徒をどう救うかとい

う問題。また，ブルーナ_8という学者がいるのですが，この方は大多数の者がある緯度の学習

の到達点に達するというんですね。ただ，進度の還さ，自分が納得するまでにかかる時間に

い遅いがある。それから，環境によって意欲を失っている生徒がいる。いずれにしてもその全

部が到達点に達するわけで，評価というのは正規分布ではないと言うのです。正規分布という

のは偶発的な数字には成り立つが，教育には成り立たない。教育は必ず大多数の者が全部到達

するというようなカーブを描くわけです。どんな生徒もある程度のところまで達するんだと。

そのためには教育の方法を考えなければならない。半分の生徒は抽象的なものから演緯的にア

プローチしでもついていける。ところが，半分の生徒はそうではない。今まで，たとえば数学

なら数学を中学で、やってきてまた高校で同じものを，というような抽象的な数学とか英語とか

いうことから攻めていくのではなくて，何か具体的なものからそれに近いものに達するように

しなければいけないのではないかと。その場合，われわれは，具体的なものというのは職業教

育だと。

それに，商業の場合だと，そういう具体的なものは「総合実践J といってますが，そういっ

たものを通して考えるカをつけていくと。そのうちに英語も必要になるし数学も必要になるし，

そう感じると転移するだろうと。その時に，自ら数学なり英語なりをやっていく，それをわれ

われは期待していくと，そういう形ですね。けれど，また反問，数学では得られない形で，た

とえばコンピューターで論理的思考力を養うとい7話をとると，方法は違うけれども数学的な

考える力は培われるだろうじそういうことで，職業教育というのは意味があるのではないか

という考え方ですね。そういう意味で，家庭科，酪業，工業を集めて，そういう方法をなるべ

く具体的に，つまり実習を多くしてやろうと。とくに最近の生徒は高齢化社会の影響でモラト

リアム人間ですね。中学の段時で自分の高校に対して意思決定ができない生徒というのが増え
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ています。その場合，入学の段階では大まかに受け入れて，そして最初は工業か酪業か分かれ

ないけれども，一年の段階では一緒の教育をして，二年次に，工業行くか，商業行くかあるい

は家庭科行くか志望を決めて行く。(中略)

義務教育というのは，嫌いな科目も好きにしなければならない。ところが高校教育になりま

すと，その発達段階から見て好きな科目を伸ばしてやろうという発想、が必要なんですね。専門

教育ができるというのは高校教育で、すね。高校の段階では好きなものを伸ばしてやることが大

事で，中学時代までで失意を感じていたものに対して，また同じような方法で高校教育をやる

というのは，望ましくないですね。それが実際に，今は何でもかんでも普通科といいますから

ね。だから新設された高校では関じような教育方法で普通科教育を，中学の英語も嫌だ，数学

も嫌だというのをまた開じような方法で教育していこうということ自体が間違っていますね。

だから，そういうところで，むしろ職業教育は，さっきのニューサムの話ではないけれど，

体的なものを通して教育の方法を変えてやらないといけないと思うんですね。今までは夕、メ

だったけれども，これからは新しいものに心機一転やっていこうという気持ち，それがすごく

重要なんですね。本当にいい教育をしているというのは，そういう意味では，職業教育ですね。

(中略)

自分の意思決定をする，職業を選ぶ時期をどんどんのばすというのは，ある意味で危険です

ね。寿命が延ぴたということに対する錯覚ですね。やっぱり教育も 18，19歳の段階で，どうい

う風に生きていくかということを教えないといけないですよね。どうやって生きていくのかと

いう場合に，生活という問題も出てきますし，職業という問題もでできますね。ですから，職

業観というものをその間に培うというのは，非常に大事なことだと思うのですね。もちろん普

通科でもやっていますけれど，それは職業理解の教育に終っていますね。それでは夕、、メで，職

業観，生きていくためにはこういう事をやらなければいけない，そしてそれがまた，人生の全

てではないにしてもある意味での生きがいに通じるようなものを，一番大事な 18，19歳の時代

に培っていかなければ大変なことになるのではないかと思うのですね。[古室氏への聞き取り調

査よりJ9

古室氏の発言の中には，職業教育のもつ教育効果が示されているように思われる。これは，

ひとり古室氏のみの考え方にとどまらず rモデル高校」構想、を支える理念として，計画を貫く

論理的支柱になっていたといえよう。後に見る構想案からもそれがうかがわれる。

まず，一つ目に替えるのは，数学や英語など抽象的な思考能力を要求する普通科目が「演鐸

的」な学習過程を特徴とするのに対し，実務を中心とする職業教育は具体的なものから「帰納

的」に物事を学ぶプロセスを必要とするということである。さらに，具体的なものから学ぶ職

業教育はそれのみで完結するわけではなしそのプロセスの中で英語や数学などの普通科目も

必要となってくるといつことが指摘されているo 古主主氏のこうした指摘は，職業教育が技術・

技能の習得といった職業生活のための準備教育であるというだけでなく，後期中等教育におい

て帰納的な学習過程を提供する教育機会として位置づけるものである。「モテ守ル高校」計画で、は，

こうした職業教育の果たす役言語への再確認が行われていたといえよう。

さらにニつ目は，職業教育による中学からの学習観の転換である。王宮室氏の言葉を借りれば，

f今までは夕、メだったけれども，これからは新しいものに心機一転やっていこうという気持ちJ

が芽生えてくるということである。これも，具体的なものから帰納的に学ぶ過程をもっ職業教
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育による教育効果である。職業教育によるこうした学習観の転換については，多くの職業教育

関係者がその役割の大きさを指摘している。たとえば，職業高校で長〈教鞭を取ってきた斉藤

氏は r中学までの十二年間で骨の髄までしみこまされてきたf学習観』の変革J [斉藤， 1993: 

179J という 用いて，次のように述べている。

彼らにとって，英語，数学，国語といった科目は，いわば偏差値の輪切りの手段にされた「手

垢まみれ」のものであるのに対し，高校ではじめて学ぶ専門教科は，ぞロからのスタートであ

り，努力次第で一定の成果が期待でき，きわめて「民主的」な競争可能な科目ということがで

きる。[斉藤， 1993: 180J 

また，のちに「モデ、ル高校」を具体化するために設けられた「職業学科集合型モデル高等学

校検討委員会J (昭和56年1月発足)の幹事であった渡辺輝雄氏(商業担当)は，筆者の聞き

取り調査の中で次のように述べている O

生徒たちの中には，国語とか数学だとか小学校からずっと続いてくる教科，そういった方衝

の意欲を若干なくしていて，うまくいかない者がいる。そんな生徒にとっては，専門科目は高

校に入ってきてからはじめて出会う科目ですから，学習への動機づけという意味でも重視され

ていたということがあったと患いますね。そちらの科目をずっとがんばって，全体的にも成緩

がよくなってきたという人もいましたしね。[渡辺氏への聞き取り調査よりJ10 

第三点目は，職業教育による職業観ひいては人生観の育成である。後に見るように，実習を

とした職業(専門)教育科目による教育効果を高めるため，一年次の共通履修科告に「職業

一般」をおく計画なども検討されていた。

ここでは，とくに前ニ点についての重要性を指摘したい。というのは，このこ点は，昭和 50

年代に顕在化した職業教育の行き詰まり状況に対する改革の一つの方向性を示しているからで

ある o 本章のはじめに示したように，理産審「職業教脊の改革容に関する委員会Jは，たとえば

「職業学科から大学等への進学について」という項目を掲げていることからも分かるように，職

業学科と大学進学への扉の関かれた普通科との差異をいかにして縮めていくかという方向での

改革案を提示していた。それは，職業教育のもつ教育的効巣に依拠した改革案といえるもので

はなかった。それに対して rモデル高校Jによる職業教育改革案の中には，長く教育英践に携

わる立場から，職業教育に独自の教育理念を見出し，普通科高校にはない教育効果を霊魂する

立場が取られている。後掲の f職業学科集合型モテ申ル高等学校の設置構想、について(報告)Jを

見ても分かるとおり，そこでは，実習を中核とする専門科目が重視されているが，これは大学

進学向けのカリキュラムを準備することによる中央の改革プランとは明らかに一線を画するも

のであるといえよう。前出の渡辺氏も rモデル高校jで、はあくまで職業教育に依拠した教育改

メインとした学校づくりが目指された， ということを言明している。

この当時，進学は話にはなかったですね。やっぱりこれからの職業教育をどうしょうかとい

うのがメインでしたから。それでは商業だ，農業だ，工業だっていつことではダメじゃないか

というのがありましたから。〔渡辺氏への聞き取り調査より]



236 教育学研究科紀要第85号

きて，ではこのような職業教育のもつ教育的効果をどのようにアピールしていくか。多くの

新入生たちが，職業科高校(職業学科)に関心を持たず，消極的な進路選択によって目的意識

がもてない中で，どのようにして興味関心を引き出すことができるかが，職業教育改革の大き

な論点であった。上述した三つの点も，この大問題が解決されない限り説得力を持つことはで

きないであろう。関係者たちが腐心したのはこの点であった。「モデル高校」構想は，複数の学

科をもっ高校を設立することで，工業，商業といった特定の学科をこえ幅広く学ぶ機会を提供

し，特に自的意識の希簿な生徒たちの意欲を引き出そうとしていた。つまり rモデ、ル高校」の

設立それ自体が，職業教育の一つの改革案に他ならなかったのである。そして，当初は，財政

的事由によって検討された集合型の職業高校構想、は，職業教育のもつ教育効果に依拠した教育

理念に支えられた学校として具体イちされていくことになる。

しかし，捜数の学科をもっ高校の具体的な学校像については，構想の当初から一貫していた

わけではなかった。これについて見ていこう。

「モデ/レ高校」構想の一つの契機が財政的理由によることからも分かるように，当初，それは

複数の職業学科をもっ一つの高校として計画されていた。しかし，昭和54年の北海道産業教育

審議会の r今後における本道高等学校の職業教育の在り方について(中間報告L!Iでは，工業，

商業などそれぞれの学科の単独校を設置し，それらの相互連携による集合型高校としての構想、

も，その可能性が探られていた11

『今後における本道高等学校の職業教育の在り方について(中間報告)~ 

3.学校・学科の編成とその適正記置の方針

最近における高等学校の進学率の上昇に伴い，職業教育についても生徒の能力，適性，進路，

興味，関心などの多様イちに対応し得る教育の必要性が生じてきた。このような教育の推進のた

めには，職業に関する学校・学科の施設，設備の効率的な利用に配慮し，複数の学校・学科開

において相互交流を闇るよう職業に関する集合裂のモデル高等学校(仮称)の新設について検

討するとともに，既設の職業高等学校においても学科間の乗り入れを考慮した職業教育を積極

的に推進する必要がある o

ア.人口の集中が著しい道央地域に工業，酪業，家庭に関するそれぞ、れの学科の単独校を設置

し，学科間相互の交流連携を通して，多様な学習コースの編成，選択にこたえる職業教育の集

合型高等学校(仮称)，あるいはこれらの学科を有する職業教育のモデル校の設置を検討するこ

と。

このように，昭和54年の北海道産業教育審議会・中間答申では，一時，複数の単独校を集合

的に設立し，それらの連携による集合型高校という学校像もその選択肢の一つだ、った。この頃

の事情については，昭和53年から昭和54年にかけて北海道教育委員会で高校教育課長代理で

あった小山隆司氏が当時をこう振り返っている。「広大な敷地に三棟の学校をつくり，一年目は

共通で，二，三年目はそれぞれの進路に分かれる。進路変更の可能性も残し，単位も相互乗り

入れするような構想だ、ったJ12。また r校長を三人にするのか，それとも一人校長で冨H校長のよ

うなものを置くのかまで、話がでナこ」という。しかし，塑昭和 55年の北海道教育長期総合計画審

議会答申『北海道教育長期総合計画実施計画(案)について(答申)~の中では，学校の設置形

態についてはやや慎重な記述にとどめられている。
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公立高等学校の新設に関連し，新しい形態の高等学校としての「職業学科集合型モデル高等

学校」の設置については，高等学校生徒の卒業後の進路状況並びに今後における職業教育のあ

り方等からみて，基本的にはその設置の検討が必要と考えられるが，具体化にあたっては，学

校規模，学科の内容，施設設備，更には設置地域などを含めて，今後慎重に検討した上で実施

する必要がある。

さらにこの後，具体的な学校設立に向けた検討委員会が昭和56年1月に発足しているが，こ

の「職業学科集合型モデル高等学校検討委員会」では，古室氏らが発案した当時と同様に，複

数の学科をもっ一つの学校としての計画となっているo 学校を三つにするか一つにするか，あ

るいは一年次に学科の撃をとり払った教育課粧が可能かどうかなど，前例のない学校形態の模

索は何度も関係者の頭を悩ませたに違いない。しかしこうした混乱にもかかわらず，職業教育

の改善を目指す「モテ、、ル高校J の教育理念というものが失われることがなかったのは，後掲す

る「職業学科集合型モデル高等学校検討委員会」の報告(昭和 59年)に示されている。そして

それは，北海道という一地方が中央に依存しない形で、の教育改革への一歩を踏み出したことの

象徴でもあるといえる。

本意ではここまで rモデル高校Jがどのような教脊理念に裏打ちされていたかを中心に見て

きたが，より具体的な構想である『職業学科集合型モデル高等学校の設置構想、について(報告)~ 

を見ていこう。古室氏の聞き取り調査の中から抽出した職業教育のもつ教育効果の可能性は，

具体的にはどのように表現されているのだろうか。詳しくは，後掲の報告書を見ていただきた

しミ。

まず，進学などに配醸した普通科高校とは一線を酒し，実習教育が中心の教育課程となって

いる。また「産業界と積機的な交流を国り，実学的な職業教育を行う」とされているなど，現

場実習を積極的に取り入れるとされている。

『職業学科集合型モデル高等学校の設置構想について(報告)~ 

第4 関連する事項

3 築学的な教育の推進

関連産業との交流を図り，現場実習を積極的に取り入れる。また，産業，学術及び文化など

の各分野で活躍している専門家を講師として招へいし，学習内容の一層の充実を図る。

さらに，職業に関する資格取得を積極的に推進したり，専攻科の設置も祝野に入れられてお

り，大学進学のみを助長するような立場はとられていないことは重要である。また，職業観の

育成という点については，第一学年の共通履修科目として「職業一般J (4単位)の設置が目指

されている。一つ一つの職業科目(実習)を通した職業観の育成という漠然としたものではな

く，単位のーっとして「職業について広〈理解させるためJの科毘の設援が検討されたことの

意義は大きいといえよれこれは，平成6年度より設置された総合学科にある「産業教育と人

間」科呂を先取りしたものとして控目されてよいだろう。
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「モデル高校」の柱で、もある学科間の連携については，第ニ，第三学年において他学科の教科

呂を選択履修できるようにすることで，学科間の相互乗り入れの実現が目指されている。くく

り募集によって入学時の学科関の壁を取り除く試みについては，この報告書では言及されては

いないものの，議論があったことが北海道議会でも明らかにされているo

昭和59年3月14日 第1回定例道議会

「答申(昭和56年北海道産業教育審議会答申 r今後における本道高等学校の職業教育の在り

方について~=引用者注)によると，この学校は，職業に関する学科簡の相互交流をとおして，

多様な学習コースの編成により大幅な選択命Ijを導入するなど本道高校職業教育推進の先導的役

割を担うモテ、、ル校としての内容をもつものである。

より詳細な内容は検討委員会からの報告を受けてからになるが，高校の長期収容対策との関

連をも考癒しながら，具体的な検討を在っていく。J (教育長答弁)

「検討された事項一，二例を挙げると，設置する学科については，農業，工業，商業，水産，

家庭など職業に関する全学科にすべきか，社会のニーズの大きい情報処理やサービス経済化に

対応する学科にしぽるべきかという問題，学科別の募集にするか，学科別を設けないで募集し

て2年進級時に学科を選択させるか…などの問題があったように開いている oJ (教育長答弁)

『職業学科集合型モデル高等学校の設置構想について(報告)~では，学科枠のないくくり募

集については見送られているが，この教育長答弁からは，検討委員会内部で， くくり募集をは

じめ様々な可能性が模索されていたことが分かる。また，具体的には言及されていないが r他

校との協力・連携」をも視野に入れられており，より複合的な教育機会の提供が目指されてい

たことが示されている。

第4掌 高校教育改革の展望

昭和50年頃を境に，高校教育改革における中央地方関係は大きく転換しつつある。本論では，

北海道の「職業学科集合型モデル高等学校」構想、を通して，地方が高校教脊改革に積機的に取

り組み始めたこの時代の事例を見てきた。それは，第1次高校生急増期には工業教育振興に代

表される中央の高校教育政策を実施する機関にすぎなかった北海道教脊委員会が，道立高校の

としての責任において職業教育改革に取り組もうとしたはじめての試みであった。政策

の立案を中央の手にゆだねつつ，個々の学校改善の努力に期待するのではなく，教育委員会自

らが新しいタイプの高校を構想していたということは，今日の高校教育改革のモデルとなりつ

るものであると評価できょう。昭和 50年前後からのいわゆる第2次高校生急増期以降に全国各

地で取り組まれているこうした地方主導の高校教育改革は，中央が政策を立案しそれを地方が

実施するという，これまでの教育行政の中央地方関係モデルの転換を要請している。もちろん

指摘してきたように，何らの先行例のない形態をとる高校ゆえ，その検討過程は単純なもので

はなかった。また~職業学科集合型モデル高等学校の設置構想について(報告)~が昭和 59

3月に出され具体的な高校像が示されたにもかかわらず，その後「モデル高校」は北海道にお

いて実現されることはなかった 13 この新しいタイプの高校は，やがて普通科を含めた新学科集

合型モデル高校として，北海道札幌国際情報高校の名で開校することになる。こうした経緯に
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ついては，道議会・知事部局や地域住民の要望等の関与も含め地方教育政策の政策過程として

興味深いが，これについては別の機会に論じたい。重要なのは，-モデル高校J構想が第2次高

校生急増期における高校教育改革として地方主導で行われたということ，またそれが教育現場

に足場を持つ指導主事や教職員らの職業教育に対する教育理念に裏打ちされた構想であったと

いうことである。これまで，職業教育といっても，工業や荷業などという学科ごとの縦割りで

進められていた教育改善の努力が，-モデル高校」という御旗のもとに一つに集まったというこ

とも見逃しではならない。北海道教育委員会の産業教育指導班における指導主事たちの話し合

いや，職業学科集合型モデル高等学校検討委員会における教職員らメンパーたちの議論は，そ

れぞれの所属学科の立場を越えた職業教育改革を可能としえた必要条件で、あるといえよう。渡

辺氏は，職業学科集合型モデル高等学校検討委員会における他の学科の教員たちとの交流を次

のように述べている。

確かに，それまでは他の学科の先生を交えでの話し合いなんでいうのは，まずなかったと思

いますよ。そういう意味では，とちらかといっと商業は酪業だけ，工業は工業だけという中で

やっていて，自分たちでやってきたことはこれで良しと納得しながらやっていたのではないか

と思いますけれども，職業教育という面ではやはり共通商がありますので，そういう面では職

業教育を捉える上では，単なる一つの学科だけで話しているのではなくて，私は随分良かった

なあと思うんですよ。〔渡辺氏関き取り調査〕

これは，学校の設置者である地方教育委員会には日々の教育英践に携わる教職員・

など人的資源が聾簡であることを示しているが，それが学校教育政策の立案には不可欠で、ある

ことは再認識されるべきであろう。

きて，昭和50年頃顕在化してきた職業教育の問題とは，本来適性・興味に基づいて選択され

るべき職業教育が普通科高校に進学できない生徒を対象とする中等教脊になってしまい，目的

意識のない，学習に意欲の持てない生徒たちにいかにして高校教脊を行っていくかということ

であった。これは職業教育の問題として表出したものではあったが，その深層には高校関の序

弼化すなわち一元的能力主義があったのである。したがってこの時代に要請されていたのは，

第1次高校生急増期のょっな収容対策といった行政技術的な教育政策ではなかったのである o

中央が昭和50年代以障に有効な高校教育改革案を積極的に提示できず，高校教育改革について

は地方主導で進められてきたのもある意味では当然で、あった14 それは，財政の逼迫した状況下

で補助金による中央主導の政策を実路し得なかったという物理的な要鴎のほかに，このときに

は，教育活動の現場主義に根ざした改革が求められていたからである。現在の高校教育改革は，

こうした教育活動の中からつむぎ出される教育理念に根ざしたものでなければならないといえ

よう。もちろん，改革を個々の学校や教員たちの教育英践にのみ委ねるのではなしそうした

教育活動を励ますための財政基盤や，情報や人材のネットワークの整備をも視野に入れた改革

でなければならないだろっ。儲時教育審議会以後に導入された単位制高校や総合学科，あるい

は総合選択制高校といった新しいタイプの高校の設立など，それぞれの地方が蓄えたさまざま

なアイディアや政策ネットワークは，こんご地方主導の高校教育改革を進めて行くための大き

な資源となっていくであろう。そして本論でとりあげたような，教育実践を支える教育理念に

基づいた学校づくりが広がっていくことは，一つ一つの高校が教育理念によって多様化されて
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関 1

職業的分化に即応する
教育理念による高校教育の多様化

高校教育の多様化

昭和30年代半ば~昭和40年代 昭和50年代~

時代と婆請 第1次高校生急増期の収容対策 第2次高校生急増期の収容対策
嚇司酔自帥ー骨肉齢、..帥由蝉回国ー.尚司向助制骨令..骨柑桝僻相岬梢柑柑母ーーーーーーーーー“ーー圃ーー...白蝉楠柑 特舶岬榊骨明酔幹軸剛、争静開明暢神構町.~ --捗開"ー甲車鴨司司担司四国司四国ーーーーー・回蝉由骨骨柑榊柑柑栴持母

高度経済成長に資する人材の育成
生徒ひとりひとりの欲求を満たし，教師
たちの教育理念にかなう高校づくり

実施計蘭
職業科高校(工業科・商業科)の 新しいタイプの高校

務備拡充 偶性ある学校づくり

職業教育振興のための財政措置
教育理念に基づく学校づくりの

実施のための ための予算
押 F・・捗ー同帯司圃骨骨ー骨骨骨明匹帽胃..再開----ー司・ーーーーーーーーー・台回骨柑悼白州..枠制州司帽ー同司甲 ーーーーーーーーー...ーーーーー..・..ーーー...ーーーーー骨榊 W僻暢 W軸陣静骨幹事司・ーー-----

手段 自由な教育課程の創造を可能にする
画一的な教育課程(学習指導要領)

柔軟な学習指導要領

中心的な 中央の文部官僚 教育実践に携わる地方の教育専門職員
行為主体 地方教育行政職員 (指導主導，教職員たち)

いく契機になると思われる。これは，黒崎氏の提唱する「教育理念による教育の多様化J論に

も通じるものではないだろうか。黒崎氏は，今後要請される教育の多様化モデルを「生徒たち

の学習の欲求を鼓舞し，人生の進路を自らの力と意欲とに即して決定していくための，深く

かな機会を与えることになる多様な制度j [黒崎， 1995: 192Jとし，教育理念にもとづいた多

様な教育機会を与える学校教育制度の可能性を探っている。黒崎氏は，主にアメリカの学校選

択制度の研究によってそうした可能性を示しているが，私は昭和田年以降のわが国における高

校教育改革の中に，こうした可能性の萌芽を見出せるのではないかと考えている。こうした高

校教育改革の可能性を，黒崎氏に倣って「教育理念による高校教育の多様化」と呼ぶことにし，

第1次高校生急増期の高校教育政策との違いを「時代と要請j，r実施計画j，r実施のための手

段j，r中心的な行為主体Jの低点から比較しよう。(図1)

第1次高校生急増期の「職業的分化に即応する高校教育の多様イ七」が実態に即したものであ

るのに対し r教育理念による高校教育の多様化j は，本論で検討してきたような昭和50年代

以障の高校教育改革の可能性をモテ、、ル化したものである。図にも示したように r職業的分イちに

却応する高校教育の多様化」が目指された昭和30年代半ばから昭和40年代にかけては，高度

経済成長政策に連動した人的能力開発計画を論拠に，職業科高校の整備拡充のため積極的な財

政措置がとられた。しかし他方で，厳格な学習指導要領により，教職員たちにとっては教育課

桂編成の裁量の余地は小きかった。これに対して，第2次高校生急増期を契機とする昭和田

代以降の高校教育改革では，学習指導要領の規制緩和等が行われたことによって，それぞ、れの

学校がより自由な教育課程編成を行うことができるようになっている。こうした変化に伴って，

「中心的な行為主体」もより教育現場に近い立場へと移行している。

また，個別の学校づくりについても，この図で当てはめて考えることができる。たとえば，

本論の「職業学科集合型モデル高等学校」についてみれば，次のようになる。(罰2) 

職業学科の相互連携と実習(実学)を教育課程の中心においた「モデル高校」構想、では，

施のための手段」として，一方で、実背中心に鱗成された教育課程や学科の連携カキ莫索され，他

方で基本構想を実現しうる教職員定員や施設・設備などの条件整備が必要とされていた。また，
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国 2

教育理念による高校教脊の多様化

昭和 50年代~

時代と要請 第2次高校生急増期の収容対策
ー担問ーー--単伸州刷楠枠制酔+白骨榊骨榊嚇#制"~--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
生徒ひとりひとりの欲求を満たし，教締
たちの教育理念にかなう高校づくり

「モデル高校」構想、

実施計画
--ーーーーーーーーーーー事日#場伸明抽同柑岬ゆ榊榊陣輔暢説_.‘ーーーーーーーーー._-暢蝋司ーーー恒輔朝合ーーー
職業学科の棺互連携により，実習(実学)
を中心とした高校づくり

基本構想を実現しうる教員定員や
笑施のための 施設・設備などの条件整備

手段
情帆司司自ーーーーーー----ー------ー回胆州島暢砕骨骨州制納骨ー抽・-_. -~ ~骨骨争制骨骨圃柑噌嶋崎柿軸細噌
実習中心の教育制長・学科の連携

中心的な 産業教育指導班(指導主事)
行為主体 検討委員会メンバー(教職員ら)

「中心的な行為主体」には産業教育指導班の指導主事や，検討委員会メンバー(教職員ら)といっ

た教職員を当てはめることができょう。こうした個々の学校づくりが広がっていくことによっ

て r教育理念による高校教脊の多様化」は推進されていくだろう。

さて，教育政策というとき，それは学校における教育活動を管理(経営)する行政(政治)

用語とされる場合が少なくない。しかし，学校教育において教育政策を論じるときには，生徒

たちをいかにして教え導くかという教授=学習過程を抜きにはできず，教育理念とはこうした

教育英践を思想的に支えるものである，ということを常に想起する必要があろう。教師たちは，

一方で日々の教育英践の中でいま子どもたちゃ社会の求める教育理念が何かを聞い続けつつ，

他方でその教育理念によって日々の教育実践が励まされているo 学校教育における教育英践を

支える教育理念を抽出，提示し，それを実現しうるための努力こそが，教師をはじめとする教

育専門職員には求められているのである。今日の高校教育改革を考える上で最も重要だと思わ

れるのは，こうした教育理念と教育実践と間の相互関係であり，われわれはそれを踏まえて教

育政策を理論化する必要があるだろう。教育政策というものが(学校)教育を制度的に保証し

ていくための活動の案であると考えれば，それは教育活動とその背後にある教育理念をも包括

した概念として再定義される必要があろう。教育行政の地方分権は，高校教育改革を行うため

の教育政策を具体化する「手段」を準備するという点では重要で‘あろう。しかし，いま一度そ

の「目的J を開い直すこと，すなわち高校教育改革の目指す教育理念についての検討が必要と

されているのであるo
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設震構想について

報告

おわりに

付属資料昭和 59年3月22日

職業学科集合型モデ、ノレ高等学校検討委員会



掛
布
「

τ
W
4
J
H
s
q
)
制削減

~H鉢
域
総
砂

第3 学佼の概要

1 設霞学科及び募集定員

(1)設震学科

本科は、工業、商業、家庭に鑓する学科で構成し、工業iこ関する学科I士、情報

技術科、電子機械科、自動制御科の3学科3学級、議業に隠する学科は、情報処

潔科、経理科、販売管理科の3学科3学級、家庭に関する学科i士、生活デザイン

科、食品産業科の2学科2学級とし、 1学年8学級、合計24学級とする。

また専攻科 (2か年)を情報技術科、電子機械科、情報処理科、経理里科及び生

活デザイン科に、それぞれ1学級設援する。

(2)募集定員

本科(全日制諜程) 345名

2 募集形態

学科別募集とし、推薦入学制度在進局する。また、全学科とも男女共学とする。

3 教育課程の編成

学校の基本構想をふまえ、義礎・3喜本及び実験・実習を重視するとともに、生徒の
能力、適性を生かし、次の諸点在配慮して弾力的な教脊課程を編成する。

(1)学科の専門性に応じた教科・科目を設定し、履修させる。

(2)職業について広く理解させるため、科目 f織業一般jを設定し、第1学年に共
迭に履修させる。

(3)すべての学科において、情報処理に関する内容を学轡させる。

(4)選択嗣iを重視し、第2学年6単位(1科目 3単佼)、第3学年6単位(1科自

3単位)の専門に関する選択科目を履修させる。

また、議択に当たっては、当該学科の専門科目及び銭学科の専内科目を選択で

きるようにする。

(5)学校裁量時間を各学年2待開設定し、特別活動の充実在関るなど、特色ある教

育活動を行う。

(6)専攻科においては、専門科目のほか、普通科需を各学年日単位履修させる0

4 教職員の構成

教耳韓民の定数については、学校の基本渡そうを実現するため、所要の定数を確保す

る必婆がある。なお、時際議高官等の活用についても十分に配慮する。

5 施設・設備

この学校I士、大橋な選択lfjIJの実纏と特色ある教脊活動、公開講座等を穣機的iこ進め

ることや、1車業教脊のセンター的役割をもたせる構想であり、縮設・設僚については、

必要な条件を瀦たすとともに、その運用に当たっては、学科問の枠をこえて機能的に

活照できるよう配慮する。

また、設備の充実に当たっては、~-ス華lj度等の導入についても検討する必要があ
る。

専攻科(全自帯J諜穏) 50名

本選高等学校の識業教育においては、これまでも、生徒の能力、適性、進路等に基づく

多様な要求にこたえ、地域の産業、経済の発展に貢献する職業人の脊成に努めてきたとこ

ろである。

最近、高等学校への進学率は、横ぱいの状況になっているが、普通科を志向する鎮向は

依然として強く、職業学科においては、その進学希望者が年々減少してきており、受に入

学してくる生徒の能力、適性や学習意欲の変化などがみられ、多くの問題点が指摘されて

いる。

一方、今日のエレクトロニクス技術の著しい普及やサーピス緩済化の進展iこ伴う産業構

造、就業構造の変化及び生活環境の変化等に幅広く対応できる人材の育成が求められてい

る。

このような生徒の実態や社会に対応した適切な職業教育を進めていくためには、今後、

新しい教育内容を取り入れるとともに、指導方法iこ改善を加えることが必重要である。

本道においては、昭和56年3月、北海道教育長期総合計蕗後懇実施計閣のなかに、機

業学科集合型モデル高等学校の設置構想の検討が総み込まれており、また

北海道麓業教育審議会の f今後における本選高等学校の職業教育の夜り方についてjの答

申のなかで、この学校の新設が提案されてむ喝。

更に、沼和57年 12月、箆の理科教誉及び産業教育審議会の審議経過報告において、

いわゆる集合型高校は、異なった学科書号の連携による多様な選択履修や施設・設備の有効

利用の箇で利点があると述べられている。

以上のような背景から、生徒のニーズや社会の婆請にこたえる教育を推進するとともに、

職業教育のー腐の振興、充実を図る先導的な役割を果たすために、新しいタイプの織業高

等学校の設畿が必要である。

この学校i士、時代の変化や産業の多様化に柔軟に対応できるよう、基礎・基本を重視す

るとともに、職業に関する導内分野の穏広い知識と新しい技衡を習得させ、創造性豊かな

職業人として必婆な能力、態度を育成することを目標として、次のような教脊を行う。

1 社会の婆誇や科学技術の進展に応じた学科を設置し、特に、情報処理に関する教育

を重複する。

学科間の格Ii乗り入れを行い、他校との協カ・逮携を推進する。

産業界と積極的な交流を図り、実学的な職業教育を行う。

職業に関する資格等の取得を積極的に推進する。

専攻科を設置し、専門性を深める教育を行う。

生渡教育の観点から、公開講座の際設なE、地域に梼かれた教脊を推進する。

職業教育の先導的役割を果たすセンターとしての機能をもたせる。

第2 学校の基本構綴

第1 設震の趣旨
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1 学科構成及び募集定員

2.学科の自擦と設震の理由

3.教育諜程の編成

(1)学科jJlJの履修単位

(2)各学科共通に履修する科目(編成例)

(3)専門に関する科呂(編成j?!J)

(4)選択科目の構成

4 取得可能な資格等

5.設喜重機想検討の経緯

6 検討委員会委員・幹事名簿
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第4 関連する事項

1 先導的な研究・実験の推進

文部省の研究祷発学校の指定を受けるなど、職業に喜遣する高等学校の教育内容・方

法について先導的な研究、実銭を行う。

2 ミックスホームルームの実施

学科相互の連携を十分に深めるため、第1学年において、男女の比率を考慮しつつ

学科の枠をはずしてミックスホームルームとする。

3 実学的な教育の推進

関連産業との交流を図り、現場実習を穣擾的に激哩入れる。また、産業、学術及び

文化などの各分野で活濯している専門家を誘腐として招へいし、学習内容の一層の克

実を図る。

4 学校裁重量持憾の活用

学校裁黛時織については、資格取得のための講座、館別指導、クラブ活動、ボラン

ティア活動及び各種の学校行事等iこ活舟し、学校生活の充実に努める。

5 進路指導の充実

生徒の実態や、産業構造、就業構造の変化などにapし、徹底した進路指導を行う。

また、生徒の適牲に応じて、転科も可書告となるようその方途について検討する。
明
世
∞
日
中

おわりに

本報告書は、職業学科集合型モデル芸高等学校検討委員会が3か年にわたり、その設震構

想について検討を重ねてきた結巣をまとめたものである。

本文内容については、検討の大筋を示すにとどめ、絡部について、付属資料として載せ

ることにした。

この学授の基本構想を議成するため、特に、教員定数や施設・設備等の条件整備につい

ては、将来的な展望に立って、ゆとりあるしかも充実した教脊が行えるよう十分な配慮を

望むものである。

なお、この学校は、時代の進展や教会のエーズに十分こたえうるものと考えており、プ

ロジェクトチームなどを設霞し、早期実現に向けて積棟約に取り組まれるよう重ねて要望

すも



3 教育銀穫の編成

(1)学科jJIjの滋修単位
アエ業に関する学科

学年
普通 専門科目 ホーム クラブ 学校

昔f
科震 専門事毒闘選択終目 選択利震 ルーム 活動 裁景

1 年 17 13(4) 1 1 2 34 

2 年 15 s 自 1 1 2 34 

3 年 10 14 s 1 1 2 34 

計 42 36(4) s 6 3 3 自 102 
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イ E毒薬、家縫!こ鍵する学科

学年
普通 専門科医 ホーム ヲラブ 学校

昔f
科自 専門科Il車製科醤遭択科g )!-ーム 活動 裁量

1 年 18 12(4) 1 1 2 34 

2 年 15 g s 1 1 2 34 

3 年 13 11 自 1 2 34 

告す 46 32(4) 6 s 3 3 自 102 

{注j第1事毒事丙ー務闘()ほ7蚕事蒋瓦遇1::履修する科尽の尊重位数である。

ウ専攻科

学年 普通科目 耳事内科目 iit 

1 年 8 28 34 

2 芋 8 28 34 

昔f 12 5告 68 

学科 事科の醤綴 学科の設置環隠

!情と技報術錠を穏習に得臆さすせる.義コ礎ンピ的ュ・齢ータを的1指'1殿知す舗産量由急激な発援に伴い、工.し業た白が書っ分て野本に選おにけおるいコてンもピコュンタ路湾が急速に遊んでいる
情報技締

る築に工なお業能ける生力章窓、態務:!<度にびを従こ曹れ事てにする鑓る.技適術す者る諸とし分て野必
ピュータを製造したり、使期したりする分野での緩衝者は今後
ますます'"婆となる.

電損子する工基学礎在付的加・基し本た釣新なし知い事機量械と緩工衝学をに蜜i輔学由の分舗野がなか発な展り付に加偉いされ従、複来合のさ機れ械た工機学織四に分変野化にし軒てきて工
驚子機械 得させメカト口ニクスによる工業生産車ぴ いる.この湾臨を理解し、広い機械に対応で量る技術者は今

これに随速する鐙分野における義務に 後ますます必要となる.
従事する鏡繕者として必要な能力、態度

揖の畠激な発援に伴い、工業・電の子各・情分報野そにれおぞけるれ自由動銭化衡がの
と技術を習得させ‘車速立畠動化1::対応 滋んでいるaしたがって習、し機、富械1 

自動車l御 で曹るよう欝速する務分野における聾務 広い範囲由基礎在学 、窓動総織に対応で脅る技術者は今
!こ従事する綾術者として必軍基註能力、態 後ますます必婆となる.
Il:を宵てる。

情と技報術処を現習に得酪さすせる、分コ野ンピにュつーいタてに出よ知る識情 情必きる要報者化なが構社今報会後をにま選あす択っまて・処す、瑳事必議、叢1同多と期様なしるなて。横正線しぬい中判か断ら在、行経う演こ活とが動でに
情報処理 報能処力環、態的度章を務膏にて従る事.する者として車、要#

主として、簿記会計に隣する分野につい
調経この理で織あ事種り務、iはz蕗従躍章草事案学すの科るみ卒者な章がら者今ず申後各書ま産〈す量がま分こすの野必分に要野共とで通な活しるて路.必し要ておな臨り、

経還
すて由る者知識としとて嬢必街要をな習能得力さ、せ態、度経を連曹にて従る事。

主として、続発iこ麓する分野について由
経まり演、の各変盤化車に分伴野いに、お盗け難る弊鐙iご輩お、け販る売マ活ー動ケがテ一ィン越ヂ重志視向されが高

知識と技術を審得させ、発翼について由
緩発管瑳 業務1::従事する者として必婆な能力、態 る.したがって.1監察、販売に従事する者が今後ますます必要

度を育てる. となる.

北技方衡を生習活得、級さ官せ事デ‘こザれイらンのiこ緒潤iする鎚織と 本分選野出及地び大媛き性くを変十わ分りにつ配つ車晶しるた7住アツ居シ、哀生ン活産環輩境、に服か飾か産わ業るの
生活ヂザイ

諸分野に従事

‘ J 
する者として必婆な能力、態度を育てる。 分野に従事する者が今後ますます必要となる.

識と技理術.栄を費響得、童さ品せ衛、こ生れならどのに諸留分す野るに知従識 童生つが聾潜活婆まi主なっ人て分人お野がりで鍵、あ調療主環で人帯、量業構生饗な活曹生の環活変等を化に送や従る健た事康めす増のる識者鎌にもがつ基今い本後て的宮髄

食品産業 事する者として必纂な能力、簸度を宵てド|かすf>がます潜必ま婆ってとなおるり、. 業饗
る.

2.学科の自様と設置の理歯
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(3) 専門に潤する科悶

ア情豊i技術事

科目名 標準単位 1年12年 3年 計

職業一般

;主
4 

工業基礎 3-4 3 

工業数理 3-8 ③ 3 

実智 6-18 6 8 

製図 2-16 2 

震気基穣 6-10 2 2 4 

機報按街I 4-8 2 2 4 

f警報按術E 4-8 4 4 

システム技術 2-4 4 4 

備報技術盤 2-4 ③ 

骨量子技術I4-10 ③ 

実聖書(選択} ③ 

計 13 9 14 36 

(2)各学科共通iこ腫修する科目

ア

36 14 

滋
∞
日

hw

計一・
4

一3
-
3
言。

τ
1
5

32 

2
2③
一
③

11 

③
一
③
一
3

12 

{珪) .体育由み必修といほかの科
自については、それぞれの半年
において設定されている4科自
のうち2軽自を選択肢修する.
‘専門科目については.それぞ
れ由学科{本科)の履修内容を
基礎とし.高度な内容を置修す
る。(科自陣審等省略}
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-他学科が選択する科白(1終関3単位)

仁互運支コ C互運互コ

電気基礎:

工業数理

機械設釦

マーケッ子インザ

タイプライチイニィ
グ

衡業法斜

食 事副

議瑠
(西洋料理}

被根管瑛

醤

関

計一

4
m
4
-
4
m
q
d
m
3
一5
士。

③ 

3 

③ 

オ鋒漂税

終霞名|綴準単位 1年 z年 3 年 計

け燭簿議記業集会経一済計般I1ii1 33~~5 5 

4 4 

3 3 

5 5 

計算事務 3-6 3 3 

隊報~渥 E 3-5 3 3 

総合実践 4-8 5 5 

マー初予ィンゲ 2-4 ③ 

簿記会計宜 2-8 3 3 e 
工業簿記 2-4 3 3 

イプライティン 3-6 ③ 

情報処環E 3-自 ③ 

税務会計 2-4 ③ 

lt 12 9 11 32 32 

③一
3
一③一
4

計 I12 I 9 I 11 I 32 
{没JO印拍車ヰ自は、当該学科由選択科目である。

一計…
4
-
2

6
-
3
m
4
-
3
一4
同

2
-
2
一2

11 

1年¥2.年¥3年

4 

2 

③ 

③一

3

一2
一2
w
Z
一2

~ !Er. ヂザ ン科
続径名 練場単依 1年 z年 3 年 計
機業一般 4 4 

情報幾濯I3-5 2 2 

家庭経2営住騒 3-6 3 ③ 3 

被 緩 3-12 3 ③ 3 

食 物 3-12 3 3 

保 育 3-6 3 3 

被験緩作 6-10 4 4 

被縦材料 2-4 4 4 

被服管獲 2-4 ③ 

燦鋳ヂザイ・ 2-4 3 ③ 3 

基本造形 3 3 

計 12 9 11 32 

N
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E盤置構想検討相経緯

年島田 目

54.11.4 北海道産量教曹審議会由中部報告

一個一『@叩昨る衛よ訟うが闘即告糧一『す輔損間てさ』れmた副加H碑一由E盟加崎開一旬向町開設前船精

56.1.12 学科集合裂モデル高等学校 -設iII'要議{教育葺決定)

56.1.22 

・-務第上f機記業1菌草事事検学事項ヰ蒋討集に委集つ合員合い型会型てモでモのデ協デまル議ルと高高さめ等れ等学た学校事校{項j仮由に称設つ)申置い構概て要鱗想豪的案後提討示
55掃881。2329303 第第北2海1劉図道幹幹教事事曹会会葺鰻務期催銭総合計碩後期実施

E回 g一醐醐町泡北怜飽誕書丞遺遺醐績産産勝集一委司島f!(員11・会金…審醐腸駿櫨金@会'a'申

56.6.15 
56.12.11 
57.2.1 員会
57.7.16 
57.8.10 建議

向上
障上

・-・.修教教書正宵部宵謀会案銀議にか程つにらにのいつつ検ていい積討てて検検お内討討容・に協つ議いての意晃集約

最・職終業関案学由科検上集髭合毅モデル高等学校設盤構懇

59.2.9 第8路検討委員会織犠 問上

59.3.22 教曹長に報告 -接討餐員会委員長より教曹長に報告

4取得可能な資格等

なお.選択科目由履修申仕方によりe徳学科由専再に潟する賓格も泡得すること可能である.
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<5.t> 
1 戦後の高校教育制度の変遷を考えるとき，教育行政における中央地方関係を無視することはできない。し

かしそれを大きく規定してきたのは法令.j浸透ではなしむしろ財政の構造であると恩Lわれる。リード(1991)

も参照したい。

2 これについては，拙論を参黙されたい。〔伊藤， 1999]また，第2次高校生急鴻期における文部省の消極的

な対応とともに，このときの高校の設援者である都道府県のとりくみにも注目されたい。

3 もちろん，昭和50年頃に高校教育の質的改善が求められたのは制度重要因にのみよるものではなく，社会情

勢の変化に伴う学校環境の変化の影響も否定できない。しかし，昨今の大学改革にみるとおり，教育制度は

大衆化によってこれまでとは透った質的改善が婆求されるものである。

4 昭和42年の第一次答申では，森林土木科(農業科)，事務科・経理科(商業科)など 14の学科が，昭和43

ip.の第二次答申てすま建設施工科，漁業経営科，服飾デザイン科の三つの学科が示されている。[佐々木， 1992J 

5 職業教育の現状と未来 上J(北海道教育社f北海遊教育経営 1980年 10月号J: 4 -13)この発言のき当時，

)11俣氏は北海道有朋高等学校長。

6 r職業教脊の現状と未来 上J (北海道教育社『北海遂教育経営 1980年 10月号』・ 4-13) 

7 ，主主主俊行氏への聞き取り調査は，平成8年 10月22臼に筆者が古裳氏の自宅にて行ったものである。以下，

古皇室氏の発言言については，すべてこの間き取り務査の中で伺ったものである o

8 ブルーナーは，その箸警の中で次のように述べている。

「教育のもっとも一般的な目的は，優秀牲を育てることではないかと，怒われる。だが，この言葉がどんな意味

でイ変われているかを明らかにしなければならない。ここでいっているのは，優れた生徒に学校教育を与える

だけではなく，一人一入の生徒が，各自にもっとも過した知的発達をとりあげるように助けてやることであ

る。(中略)この会議(ウッヅ・ホール会議z引用者注)へのある一人の参加者がいっているようにうま

く教えているときには，生徒の75%のものが中位以上であるのではないかといつも思われる』のだが。注意

深〈調査し研究してみると，どこで差をつけなければならないかが分かるはずである。つぎの一つのことは

はっきりしているようである。すなわち，すべての生徒がその知的諮能力を十分に活用するように助けてや

るならば，科学技術の上でも，社会的にもおそらく複雑化してゆく時代のなかで，民主主義国として生きつ

つ。けるさらによい機会を，われわれはもつことになるであろうり[ブルーナー， 1963: 11叩12]

9 注7を参照。古家氏への聞き取りは r職業学科集会裂モデ、ル高等学校」構怒、について話していただいたが，

当待の状況のほかに，古室氏自身の教脊漂念や戦主義教育に関する考え方も含まれているといえよう。しかし，

この「モデル高校」の設立にあたっては，古室氏をはじめとする職業教育関係者のこうした教脊理念が色濃

く反咲きれており，こうした忠怒に支えられた学校づくりが模索されていたことをここでもう一度確認して

おきたい。

10 渡辺輝雄氏への開き取り調査は，王子成8年 12月28B，渡辺氏の勤務先である北海道文教短期大学におい

て筆者が行ったものである。

11 r内外教育』では，次のように取り上げられている。[内外教育， 1979-11ω13・6J

「……北海道産業教育審議会はこのほど，高校の新しい職業教育のあり方について中筒報告を遂教委に提出，

わが国では初の職業教育の f集会裂モテ輸ル校』を新設することなどを提言した。これを受けて，送教委は『五

十六年からの教育長期総合計画の後裁の中で笑現を殴りたい』と意欲的に取り組む意向であることを示して

いる。」

12 小山隆湾「インタビュー 集合型モテ。ル校J (北海道教育社 r~~海道教育の窓 1988年3月号.1: 1) 

13 職業学科の集会型高校は，たとえば昭和58年に埼玉県で、新康総合科学高校が創設されている。

14 文部省も臨時教育審議会を経て単位制高校や総合学科などを提案し，その設讃を積極的に推進してきた。

しかし，たとえば単位制高校についてみても分かるとおり，その実施にあたっては設号室者に委ねるところが

非常に大きいのが事実である。これについては，政策笑施研究として非常に興味深い。〔伊藤， 1999] 

なお，この論文の作成にあたり古室俊行氏，渡辺輝雄氏には聞き取り調査にご協力いただい

たほか，貴重な資料を提供していただきました。おニ人のご厚意に感謝申し上げます。
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